
（６）安全を確保し、市民生活を支える
［安全・生活基盤］

（単位：千円）

予 算 額

　不測の事態に備え、市民生活の安心安全を確保する。

<安心>

国民保護セミナーの開催 719 　国民保護の仕組みについて啓発を図り、市民の国民保護に対す

(安心安全課) る理解を深めるため開催する。

<安心>

国民保護図上訓練の実施 5,350 　さいたま市国民保護計画に基づき、武力攻撃や大規模テロ等へ

(安心安全課) の対処能力の向上を図るため、図上訓練を行う。

危機管理研修 994 　職員の危機管理意識の向上を図り、危機管理の基礎知識を習得

(安心安全課) させるため、職員に対する研修を行う。

・10年次職員危機管理研修、管理職員危機管理研修

<安心><総振・マニ>

防犯・防災情報の携帯メ 3,528 　災害発生時の被害を最小限に抑えるための防災情報や市内で発

ール配信（あんしんメー 生した犯罪や不審者等の情報を携帯電話等にメールで配信する。

ル）

(安心安全課) <内容>

・配信情報

　　地震、気象、防犯、緊急のお知らせ

・情報利用料

　　無料（送受信の際の通信費用は利用者負担）

事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<危機対策事業>
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

　災害に備え、防災対策の充実を図る。

<新><安心>

地域防災計画（改訂）作 3,780 　災害対策基本法に基づく地域防災計画を改訂する。

成

(防災課)

<拡大><重要><安心>

防災行政無線整備事業 56,438 　平成24年度の開局を目途に、防災行政無線（同報系）の再構築

(防災課) 整備（デジタル化）を行う。

<財源構成>

①市債 20,700 <内容>

②一般財源 35,738 　防災行政無線（同報系）デジタル化実施設計

<事業計画>

　平成18年度　基本設計

　平成19年度　実地調査

　平成20年度　実施設計

　平成21年度～24年度　構築工事

　平成24年度　デジタル化による運用開始

<施設概要>

　統制局　消防庁舎（予定）

　中継局　防災センター（予定）

　　　　　（難聴対策、バックアップ機能）

<防災対策事業>
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<新><安心>

洪水ハザードマップ作成 8,390 　河川周辺の住民の安全を確保するため、洪水ハザードマップを

(防災課) 作成し、周知する。

<概要>

　水防法第14条に基づく浸水想定区域

　　平成17年３月指定

　　　　一級河川荒川・利根川・江戸川（作成済み）

　　平成19年３月指定

　　　　一級河川芝川・綾瀬川・元荒川

　　平成20年３月指定予定

　　　　一級河川鴨川

<新><重要><安心>

防災フェア２００８in 12,330 　防災意識の高揚、防災知識の普及を図るため、内閣府等との共

さいたま開催事業 催により「防災フェア２００８inさいたま」を開催する。

(防災課)

<事業概要>

・開催日程　　平成20年８月22日(金)～25日(月)

・メイン会場　大宮ソニックシティ

・主　　催　　内閣府、防災推進協議会、さいたま市

<予定>

・ブース展示

　　防災関係機関の事業紹介、パネル展示、特殊車両展示

・参加体験コーナー

　　起震車による地震体験等

・フォーラム等

　　地震防災フォーラム、パネルディスカッション、講演会等

<防災対策事業>
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<新><安心>

避難場所夜間運営訓練の 4,768 　大規模災害における避難場所の運営体制の強化を目的に、夜間

実施 運営訓練を実施する。

(防災課)

<事業計画>

　平成20年度　全区において実施（各区１か所）

<夜間訓練実績>

　平成19年度八都県市合同防災訓練に併せて実施

　・訓練場所　　三橋小学校

　・災害想定  　平成19年８月31日午後３時地震発生

　・避難場所開設　８月31日午後３時30分～９月１日午前10時

　・参 加 者　　約200名

<対応すべき課題>

・プライバシーの確保

・トイレの確保

・区、学校の役割の明確化 等

<拡大><安心>

災害時情報提供ホームペ 9,643 　災害時情報提供ホームページに、弱視障害者等への対応機能

ージの充実 (文字の拡大、音声認識)を追加する。

(防災課)

<概要>

・開設　平成19年８月

・内容　大規模な災害時に被害状況や避難情報等をホームページ

　　　　で公開

<安心>

防災気象情報ホームペー 18,224 　気象情報をホームページで公開するとともに、河川水位・雨量

ジの運営 情報をあんしんメールで配信する。

(防災課)

<防災対策事業>
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<安心>

八都県市合同防災訓練等 41,665 　八都県市合同防災訓練（さいたま市会場）及び各区防災訓練を

の実施 実施する。

(防災課)

<予定>

・期　　日　平成20年８月31日（日）

・会　　場　川通公園（岩槻区）

・参加機関　約70機関・団体

・参 加 者　約2,500人

<安心><総振・マニ>

災害用備蓄事業 37,549 　大規模災害に備え、災害用備蓄の充実を図る。

(防災課)

<主要備蓄品備蓄状況>

<安心><総振・マニ>

自主防災組織の育成・支 128,090 　地域の防災力の向上を図るため、自主防災組織の育成・支援を

援 行う。

(防災課)

<内容>

　自主防災組織運営補助金、自主防災組織防災訓練補助金、自主

防災組織育成補助金等

<参考>

　690組織　組織率81.5％(平成20年１月現在)

<防災対策事業>

備蓄品名
平成20年度
購入予定数

アルファ米 111,000食

毛布 2,500枚

ガソリン缶 600缶

粉ミルク 490缶

救急箱 15個

仮設トイレ 24台
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<拡大><重要><安心>

防犯対策事業（地域の自 27,000 　市民との協働により安心・安全な地域社会を実現する。

主防犯の支援事業）

(交通防犯課) <事業概要>

・地域防犯活動事業助成金

・<新>青色防犯パトロール車導入促進助成金

・<新>防犯ガイドブックの作成

　　内容　市民向けの防犯対策マニュアル

　　　　　「防犯ワークショップ」の手引き 等

　　作成　54万部　全戸配布（平成21年１月予定）

<参考>

　平成19年度　職員による青色防犯パトロール開始（各区１台）

<新><重要><安心><オリ>（再掲 P.24）

ＡＥＤ民間施設普及促進 10,950 　民間児童施設のＡＥＤ整備を促進するため、新たに補助制度を

事業 創設する。

(健康増進課)

<制度の概要>

・趣　　旨　子どもは心室細動の危険性が高いため、子どもが利

　　　　　　用する施設にＡＥＤの普及促進を図る。

・対象施設　私立幼稚園、民間保育所等　253施設

　　　　　　　　　　　　　　　　　　(平成19年10月１日現在)

・補 助 率　購入費用の1／2(上限15万円)

・期　　間　平成20～21年度の２か年

・民間への補助制度導入　政令指定都市初

・さいたま市ＡＥＤ設置台数　633台（配備計画達成）

<参考>

・児童施設の整備状況　市有施設 100％　民間施設 3％未満

実績

平成17年度 平成18年度 平成19年度

団体数 231団体 377団体 425団体

助成総額 8,437,600円 10,274,400円 11,556,800円
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<拡大><総振・マニ><子育て><安心>（再掲 P.46）

子ども急患電話相談事業 11,928 　子どもの急病などに対し、適切なアドバイスを行い、保護者の

(健康増進課) 不安解消を図るため、電話相談事業を実施する。

<事業概要>

・相談受付時間

　月～金　　　　　　　　　　19時～22時

　日・土・祝日及び年末年始　９時～17時　19時～22時

（平成19年度は、日・土・祝日及び年末年始の９時～17時のみ）

<事業実績>

　相談件数　604件（平成19年６月～11月末時点）

<拡大><重要><安心>（再掲 P.54）

市有建築物安全安心診断 2,962,940 　耐震性の確保が必要とされる市有建築物について診断、設計、

事業 改修を実施する。

(保全管理課)

<財源構成> <平成20年度　予定棟数>

①国庫支出金 1,029,105

②市債 1,027,700

③一般財源 906,135

<耐震化スケジュール>

・市有建築物耐震化実施計画　平成19年度公表

・耐震化完了目標年次　平成27年度

建築物 内容 棟数

診断 71

設計 50

工事 30

中央消防署 診断 3

保育園 診断 16

大宮・中央・岩槻区役所 診断 5

市民会館おおみや 設計 2

公民館 設計 6

診断 95

設計 58

工事 30

学校

合　　　　　　　　　計
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<拡大><安心>

耐震診断・改修助成制度 24,100 　市内における建築物の耐震診断、改修を行う所有者に対し、助

(建築総務課) 成金を交付する。

<財源構成>

①国庫支出金 10,466 <内容>

②一般財源 13,634

<拡大><重要><安心>

9,191 　平成21年５月末の住宅用火災報知器設置義務化に向け、普及啓

(消防総務課） 発を推進する。

(予防課)

<内容>

・<新>住宅用火災警報器取付サポート制度

　　民生委員、消防団員の協力により、ひとり暮らしの高齢者住

　　宅に火災警報器の取り付けをサポートする。

・広報啓発経費

　　公共交通機関を活用した広報等

住宅防火対策推進事業

戸建住宅
実際に要した
費用

5万円

マンション
一次診断

診断費の2/3 20万円

マンション
二次診断

実際に要した
費用

一戸あたり
5万円

マンション
耐震性調査

調査費の2/3 20万円

特定建築物 診断費の1/2 100万円

戸建住宅
改修費の
15.2～23％

60万円

マンション
改修費の
15.2～23％

一戸あたり
30万円

耐
震
改
修

耐
震
診
断

助成率 限度額種別内容
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<総振・マニ><子育て><安心><オリ>（再掲 P.61）

学校防犯体制整備事業 180,000 　不審者による犯罪から子どもを守るため、小学校・特別支援学

(健康教育課） 校に警備員を配置する。

<総振・マニ><子育て><安心>（再掲 P.61）

学校安全ネットワーク事 6,646 　小学校区に学校安全ネットワーク協議会を設置し情報の共有化

業 を推進する。

(健康教育課)

<内容>

・防犯ボランティアリーダーによる巡回指導

・学校安全ネットワーク構築のための助言

・防犯ボランティアの養成

<総振・マニ><安心>

交通安全施設設置及び維 225,000 　交通事故防止を図るため、道路照明灯、反射鏡等を設置する。

持管理事業

(交通防犯課) <平成20年度設置予定数>

・道路照明灯　1,400基

・道路反射鏡　　450基

<実績> 単位:基
平成16年度

以前
平成17年度 平成18年度 平成19年度

(見込み)
平成20年度
(予定)

合計

道路照明灯 75,177 1,558 1,744 1,400 1,400 81,279

道路反射鏡 13,164 428 548 450 450 15,040
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<重要><総振・マニ><安心>

河川改修の推進 1,423,525   浸水被害の改善と治水安全度の向上を図るため、河川等の整備

(河川課) を行う。

<財源構成>

①分担金及び負担金 ・準用河川改修事業

67,500

②国庫支出金 350,400

③市債 750,700

④一般財源　 254,925

・流域貯留浸透事業

計画延長

計画貯留量
19年度末
見込

20年度末
見込

準用河川新川改修事業 Ｈ 3～H37 3,720 ｍ 11.2% 16.1%

滝沼川堤外水路改修事業 H15～H24 800 ｍ 46.7% 62.5%

準用河川滝沼川改修事業 S62～H23 3,260 ｍ 47.6% 65.7%

整備進捗率
施行期間事業名

Ｈ16～H24東宮下雨水渠整備事業 1,411 ｍ 0.0% 10.0%

流域貯留浸透事業 H11～未定 88,289.0  46.0% 50.4%
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<総振・マニ>

市営春野団地建設事業 739,000 　市営春野団地を建設する。

(住宅課)

<財源構成> <継続費>

①国庫支出金　 294,000

②市債　　　 445,000

<事業計画>

　平成17・18年度　第１期工事(１号棟)

　平成18・19年度　第２期工事(２号棟)

　平成19・20年度　第３期工事(３号棟)

　平成20・21年度　第４期工事(４号棟)

<第４期施設概要>

　場所　　　見沼区春野２丁目1227番地18

　敷地面積　10,845.2㎡

　施設規模　総戸数　178戸

　　　　　　駐車場台数　119台

事業名 年度

19 93,400 12.2%

20 676,600 87.8%

計 770,000 100.0%

年割額

市営春野団地第
３期建設事業

事業名 年度

20 62,400 12.5%

21 437,600 87.5%

計 500,000 100.0%

年割額

市営春野団地第
４期建設事業
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<重要><総振・マニ><安心>

消防署・所の整備 1,500

(消防局財務課)

<内容>

・緑消防署の移転に向けたＰＦＩ可能性検討

<事業概要>

・移転先　　内谷・会ノ谷特定土地区画整理事業地区内

・敷地面積　4,227㎡

<総振・マニ><安心>

特殊車両の整備 588,012 　複雑多様化する災害に対応するため、消防機動力の確保に必要

(警防課) な消防車両等を整備する。

<財源構成>

①国庫支出金 125,019 <内容>

②市債　 115,600 　更新車両台数　21台

③一般財源 347,393 　・水槽付消防ポンプ自動車　１台

　・高規格救急自動車　４台

　・救助工作車Ⅱ型　１台　

　・災害対応特殊化学ポンプ自動車　１台　等

　消防署・所の建替えや移転など、計画的に整備する。
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<水　道　事　業　会　計>

<重要>

水道施設整備事業 8,174,483 　安全な水道水を安定して供給するため、石綿セメント管の解消

(水道局) 工事や老朽水道管の更新等の水道施設整備を計画的に推進する。

<財源構成>

①国庫支出金 172,187

②企業債 1,578,000

③一般財源　 6,424,296

鉛給水管解消事業 0 　水道メーターの接続部分等に一部使用されている鉛給水管の取

(水道局) 替修繕を行う。

<内容>

・宅地内水道メーター前後鉛管交換工事

・公道上分岐部分鉛管交換工事

有効率向上対策事業 0 　配水本管接合ボルトの交換修繕や漏水調査を実施し、漏水事故

(水道局) の防止と限りある水資源の有効活用を図る。

<内容>

・漏水調査委託

・本管接合ボルト・ナット交換修繕
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

<下　水　道　事　業　会　計>

<重要>

公共下水道の整備 14,741,600 ①下水道汚水事業

(下水道計画課) 　普及率90%(平成25年度）を目指し、公共下水道の整備を推進す

(河川課) る。

<財源構成>

①国庫支出金 2,713,000 <内容>

②企業債 7,843,000 ・幹線・準幹線、面整備工事

③負担金 852,621 ・平成20年度末普及率見込

④一般財源 3,332,979 　 下水道普及率　85.0％

　 平成20年度整備面積　240ha

　　　　　　　　（処理人口　約15,500人）

<継続費>

②下水道雨水事業

　浸水被害を軽減するため、雨水幹線等を整備する。

<主な事業>

　芝川左岸第1-1排水区下水道工事

　綾瀬川第３排水区下水道工事

事業名 年度

20 227,000 29.9%

21 304,000 40.0%

22 229,000 30.1%

計 760,000 100.0%

年割額

南中丸ポンプ場整
備事業
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（単位：千円）

予 算 額事　業　名 摘　　　　　　　　　要

③下水道合流改善事業

　浸水被害の軽減及び水質保全のため雨水貯留施設を整備する。

<継続費>

<重要><安心><オリ>

下水道事業ストックマネ 910,026 　安心・安全の確保、サービスレベルの向上、トータルコストの

ジメント 最小化のため、施設の状況を正確に把握し、最適な対策を施す。

(下水道維持管理課）

(下水道計画課) <内容>

<財源構成> ①下水道地震対策緊急整備事業

①国庫支出金 311,000 　事業期間　平成20～24年度

②企業債 391,200 　対象　　　管路約62km、5ポンプ場

③一般財源 207,826

②下水道施設老朽化対策事業

　長寿命化対策に係る基礎調査

　管路老朽度調査

　老朽管・マンホール蓋更新工事

　ポンプ場遠方監視制御機器更新工事

事業名 年度

17 700,000 5.9%

18 2,880,000 24.1%

19 6,650,000 55.6%

20 1,540,000 12.9%

21 180,000 1.5%

合計 11,950,000 100.0%

南部第10処理分区
南浦和２号幹線整
備事業

年割額

事業名 年度

20 1,055,000 15.1%

21 2,310,000 33.0%

22 3,255,000 46.5%

23 380,000 5.4%

合計 7,000,000 100.0%

年割額

白幡幹線整備事業
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